






































































































【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１. 連結の範囲に関する事項 

 すべての子会社を連結しております。 

連結子会社の数  2社 

連結子会社の名称 

株式会社極楽 

アイケア株式会社 

 

２. 持分法の適用に関する事項 

(1）持分法を適用した非連結子会社数 

 該当事項はありません。 

 

(2）持分法を適用した関連会社数 

 該当事項はありません。 

 

(3）持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社数 

 該当事項はありません。 

 

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項 

 すべての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

 

４. 会計方針に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

たな卸資産 

 評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

① 商品 

・衣裳・引出物・引菓子 

個別法 

・棺・骨壷・灯籠 

移動平均法 

・その他の商品 

最終仕入原価法 

② 原材料 

最終仕入原価法 

③ 貯蔵品 

最終仕入原価法 
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(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）及び平成28

年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用してお

ります。 

 主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物 ２年～43年 

機械装置及び運搬具 ２年～６年 

工具、器具及び備品 ２年～20年 

 なお、事業用定期借地権契約による借地上の建物及び構築物については、耐用年数

を定期借地権の残存期間、残存価額を零とした償却を行っております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっております。 

 また、定期借地権については、残存期間に基づく定額法によっております。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。 

② 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上してお

ります。 

③ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。 

④ ポイント引当金 

 当社及び連結子会社の冠婚葬祭の会員組織に加入している会員に対して付与した特

典（ポイント）の利用に備えるため、当連結会計年度末において将来利用されると見

込まれる額を計上しております。 

- 50 -

2017/01/27 19:19:13／16200652_アイ・ケイ・ケイ株式会社_有価証券報告書（通常方式）



(4）退職給付に係る会計処理の方法 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰

属させる方法については、期間定額基準によっております。 

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

 過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法により費用処理しております。 

 数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理しております。 

③ 小規模企業等における簡便法の採用 

 連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期

末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

 

(5）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な

投資であります。 

 

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結財務諸

表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する

会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日）等を当連結会計年度から適用し、当期

純利益等の表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度

については、連結財務諸表の組替えを行っております。 

 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の

取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４

月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更

しております。 

 なお、当連結会計年度において、連結財務諸表に与える影響は軽微であります。 

 

（未適用の会計基準等）

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年

３月28日） 

 

(1）概要 

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」は、日本公認会計士協会における税効果

会計に関する会計上の実務指針及び監査上の実務指針（会計処理に関する部分）を企業会計

基準委員会に移管するに際して、企業会計基準委員会が、当該実務指針のうち主に日本公認

会計士協会監査委員会報告第66号「繰延税金資産の回収可能性の判断に関する監査上の取扱

い」において定められている繰延税金資産の回収可能性に関する指針について、企業を５つ

に分類し、当該分類に応じて繰延税金資産の計上額を見積るという取扱いの枠組みを基本的

に踏襲した上で、分類の要件及び繰延税金資産の計上額の取扱いの一部について必要な見直

しを行ったもので、繰延税金資産の回収可能性について、「税効果会計に係る会計基準」

（企業会計審議会）を適用する際の指針を定めたものであります。 

 

（分類の要件及び繰延税金資産の計上額の取扱いの見直し） 

 ・（分類１）から（分類５）に係る分類の要件をいずれも満たさない企業の取扱い 

 ・（分類２）及び（分類３）に係る分類の要件 

 ・（分類２）に該当する企業におけるスケジューリング不能な将来減算一時差異に関する

取扱い 

 ・（分類３）に該当する企業における将来の一時差異等加算減算前課税所得の合理的な見

積可能期間に関する取扱い 

 ・（分類４）に係る分類の要件を満たす企業が（分類２）又は（分類３）に該当する場合

の取扱い 

 

(2）適用予定日 

 平成28年11月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用します。 

 

(3）当該会計基準等の適用による影響 

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」の適用による連結財務諸表に与える影響

額については、現時点で評価中であります。 
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（表示方法の変更）

（連結損益計算書） 

 前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「受取保険金」は、

営業外収益の総額の100分の10以下となったため、当連結会計年度においては「その他」に

含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財

務諸表の組み替えを行っております。 

 この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「受取保険金」

に表示していた12,507千円は、「その他」として組み替えております。 

 

 前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めておりました「助成金収

入」は、営業外収益の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記するこ

ととしました。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組

み替えを行っております。 

 この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表

示していた2,572千円は、「助成金収入」803千円、「その他」1,768千円として組み替えて

おります。 

 

（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引） 

 当社は、従業員への福利厚生を目的として、従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交

付する取引を行っております。 

(1）取引の概要 

 当社は、当社グループ従業員に対する当社の中長期的な企業価値向上へのインセンティブ付

与、福利厚生の拡充及び株主としての資本参加による従業員の勤労意欲高揚を通じた当社の恒

常的な発展を促すことを目的として、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン（E－

Ship®）」（以下、「本プラン」という。）を導入しております。 

 本プランは、「アイ・ケイ・ケイ従業員持株会」（以下、「持株会」という。）に加入する

全ての従業員を対象とするインセンティブ・プランです。本プランでは、当社が信託銀行に

「アイ・ケイ・ケイ従業員持株会専用信託」（以下、「従持信託」という。）を設定し、従持

信託は、５年間を最長期間として持株会が取得すると見込まれる規模の当社株式を予め取得し

ます。その後は、従持信託から持株会に対して継続的に当社株式の売却が行われると共に、信

託終了時点で従持信託内に株式売却益相当額が累積した場合には、当該株式売却益相当額が残

余財産として受益者適格要件を満たす者に分配されます。なお、当社は、従持信託が当社株式

を取得するための借入に対し保証をしているため、当社株価の下落により従持信託内に株式売

却損相当額が累積し、信託終了時点において従持信託内に当該株式売却損相当の借入金残債が

ある場合は、保証契約に基づき、当社が当該残債を弁済することになります。 

(2）信託に残存する自社の株式 

 信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資

産の部に自社株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会

計年度75,993千円、638,000株、当連結会計年度48,526千円、407,400株であります。 

(3）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額 

 該当事項はありません。 
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（連結貸借対照表関係）

※１ 担保資産 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

 
前連結会計年度

（平成27年10月31日）
当連結会計年度

（平成28年10月31日）

建物 3,516,828千円 3,188,547千円

土地 1,555,717 1,543,817

計 5,072,546 4,732,365

 

担保付債務は次のとおりであります。 

 
前連結会計年度

（平成27年10月31日）
当連結会計年度

（平成28年10月31日）

１年内返済予定の長期借入金 586,130千円 478,930千円

長期借入金 2,271,215 1,792,285

計 2,857,345 2,271,215

 

※２ 当社は、設備資金の効率的な調達を行うため金融機関７社とコミット型シンジケートローン契

約を締結しております。契約に基づく連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

 
前連結会計年度

（平成27年10月31日）
当連結会計年度

（平成28年10月31日）

貸出コミットメント総額 3,300,000千円 3,300,000千円

借入実行残高 3,300,000 3,300,000

差引額 － －

 

上記コミット型シンジケートローン契約には以下の財務制限条項が付されておりますが、こ

れらに抵触した場合には当該有利子負債の一括返済を求められる可能性があります。 

① 平成20年10月期末及びそれ以降の各事業年度末の当社の貸借対照表における純資産の部の

合計金額を、平成19年10月期末の当社の貸借対照表における純資産の部の合計金額の75％に

相当する金額または直前の事業年度末の当社の貸借対照表における純資産の部の合計金額の

75％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持しなければならない。 

② 平成20年10月期及びそれ以降の各事業年度の当社の損益計算書上、２期連続して経常損失

を計上してはならない。 

③ 平成20年10月期末及びそれ以降の各事業年度末の当社の貸借対照表における有利子負債の

合計金額を２期連続して、当社の損益計算書における売上高の金額に12分の10を乗じた金額

以上にしてはならない。 

④ 平成21年10月期末の当社の貸借対照表における有利子負債の合計金額を6,400,000千円以上

にしてはならない。 
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（連結損益計算書関係）

※１ 販売費及び一般管理費の主な費目及び金額は次のとおりであります。 

 
前連結会計年度 

（自 平成26年11月１日 
  至 平成27年10月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成27年11月１日 

  至 平成28年10月31日） 

給料及び手当 1,993,591千円 2,100,064千円 

賞与引当金繰入額 141,146 150,404 

退職給付費用 25,674 28,533 

役員退職慰労引当金繰入額 22,725 26,305 

減価償却費 977,479 938,342 

貸倒引当金繰入額 3,020 △2,659 

ポイント引当金繰入額 10,809 9,123 

 

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

 
前連結会計年度

（自 平成26年11月１日
至 平成27年10月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年11月１日
至 平成28年10月31日）

建物及び構築物 －千円 437千円

計 － 437

 

※３ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

 
前連結会計年度

（自 平成26年11月１日
至 平成27年10月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年11月１日
至 平成28年10月31日）

土地 －千円 4,900千円

計 － 4,900

 

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

 
前連結会計年度

（自 平成26年11月１日
至 平成27年10月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年11月１日
至 平成28年10月31日）

建物及び構築物 23,757千円 38,253千円

機械装置及び運搬具 406 976

その他（工具、器具及び備品） 3,614 4,073

無形固定資産 － 76

計 27,778 43,379

 

（連結包括利益計算書関係）

※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

 
前連結会計年度 

（自 平成26年11月１日 
  至 平成27年10月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成27年11月１日 

  至 平成28年10月31日） 

退職給付に係る調整額    

当期発生額 94,673千円 △8,331千円 

組替調整額 △3,074 △6,637 

税効果調整前 91,599 △14,968 

税効果額 △30,143 5,656 

退職給付に係る調整額 61,455 △9,312 

その他の包括利益合計 61,455 △9,312 
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自  平成26年11月１日  至  平成27年10月31日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 

当連結会計年度期首 

株式数 

（株）

当連結会計年度 

増加株式数 

（株）

当連結会計年度 

減少株式数 

（株）

当連結会計年度末 

株式数 

（株）

 発行済株式        

     普通株式  （注）１ 14,959,600 14,979,600 － 29,939,200

         合計 14,959,600 14,979,600 － 29,939,200

 自己株式        

     普通株式  （注）２,３,４ 438,372 375,372 174,000 639,744

         合計 438,372 375,372 174,000 639,744

（注）１．普通株式の株式数の増加14,979,600株は、株式分割による増加14,959,600株、新株予約権（ストックオプシ

ョン）の行使による増加20,000株であります。 

    ２．普通株式の自己株式の株式数の増加375,372株は、株式分割によるものであります。 

    ３．普通株式の自己株式の株式数の減少174,000株は、従持信託から当社従業員持株会への売却によるものであり

ます。 

    ４．自己株式には、従持信託が所有する当社株式（当連結会計年度期首875,000株、当連結会計年度末638,000

株）を含めて記載しております。なお、当連結会計年度期首の株式数は株式分割を考慮した株式数を記載して

おります。 

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

 

 

（決議）

株式の種類
配当金の総額 

（千円）

１株当たり 

配当額 

（円）

基準日 効力発生日  

平成27年１月29日 

定時株主総会
普通株式 299,174 20.00 平成26年10月31日 平成27年１月30日  

（注）１．当社は、平成27年５月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。１株当たりの

配当額は、株式分割前の金額で記載しております。

２．配当金の総額には、アイ・ケイ・ケイ従業員持株会専用信託に対する配当金8,750千円を含めております。

 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 

 

（決議）

株式の種類
配当金の総額 

（千円）
配当の原資

１株当たり 

配当額 

（円）

基準日 効力発生日

平成28年１月28日 

定時株主総会
普通株式 299,374 利益剰余金 10.00 平成27年10月31日 平成28年１月29日

（注）配当金の総額には、アイ・ケイ・ケイ従業員持株会専用信託に対する配当金6,380千円を含めております。
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当連結会計年度（自  平成27年11月１日  至  平成28年10月31日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 

当連結会計年度期首 

株式数 

（株）

当連結会計年度 

増加株式数 

（株）

当連結会計年度 

減少株式数 

（株）

当連結会計年度末 

株式数 

（株）

 発行済株式        

     普通株式  （注）１ 29,939,200 10,400 － 29,949,600

         合計 29,939,200 10,400 － 29,949,600

 自己株式        

     普通株式  （注）２,３ 639,744 － 230,600 409,144

         合計 639,744 － 230,600 409,144

（注）１．普通株式の株式数の増加10,400株は、新株予約権（ストックオプション）の行使による増加であります。 

    ２．普通株式の自己株式の株式数の減少230,600株は、従持信託から当社従業員持株会への売却によるものであり

ます。 

    ３．自己株式には、従持信託が所有する当社株式（当連結会計年度期首638,000株、当連結会計年度末407,400

株）を含めて記載しております。 

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

 

 

（決議）

株式の種類
配当金の総額 

（千円）

１株当たり 

配当額 

（円）

基準日 効力発生日  

平成28年１月28日 

定時株主総会
普通株式 299,374 10.00 平成27年10月31日 平成28年１月29日  

（注）配当金の総額には、アイ・ケイ・ケイ従業員持株会専用信託に対する配当金6,380千円を含めております。

 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 

 

（決議）

株式の種類
配当金の総額 

（千円）
配当の原資

１株当たり 

配当額 

（円）

基準日 効力発生日

平成29年１月30日 

定時株主総会
普通株式 359,374 利益剰余金 12.00 平成28年10月31日 平成29年１月31日

（注）配当金の総額には、アイ・ケイ・ケイ従業員持株会専用信託に対する配当金4,888千円を含めております。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 
前連結会計年度

（自 平成26年11月１日
至 平成27年10月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年11月１日
至 平成28年10月31日）

現金及び預金 4,444,489千円 5,372,713千円

現金及び現金同等物 4,444,489 5,372,713

 

（リース取引関係）

（借主側） 

１．ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

 無形固定資産 

 ソフトウエアであります。 

② リース資産の減価償却の方法 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項 （2）重要

な減価償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 

 

２．オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（平成27年10月31日）
当連結会計年度

（平成28年10月31日）

１年内 5,136 5,136

１年超 48,364 43,228

合計 53,500 48,364
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項 

(1）金融商品に関する取組方針 

 当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金を主として銀行借入により調

達しております。一時的な余資は主に安全性・流動性の高い金融資産で運用しておりま

す。 

 

(2）金融商品の内容及びそのリスク 

 借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであります。このうち一部

は、変動金利であるため、金利の変動リスクに晒されております。 

 

(3）金融商品に係るリスク管理体制 

 ①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

  当社は、経理規程に従い、売掛金については、各支店における管理者が債権回収状

況を定期的にモニタリングし、債権ごとに期日及び残高を管理することにより、回収

懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、経理規程に従い、

同様の管理を行っております。 

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

 当社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、長期固定金利借入

を利用しております。 

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理 

 当社は、毎月資金繰計画を見直すなどの方法により、流動性リスクを回避しており

ます。 

 

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的

に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては、変動要因を織り込

んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあ

ります。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

 連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

前連結会計年度（平成27年10月31日） 

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

現金及び預金 4,444,489 4,444,489 －

資産計 4,444,489 4,444,489 －

長期借入金(*) 4,858,971 4,870,273 11,302

負債計 4,858,971 4,870,273 11,302

(*)１年内返済予定の長期借入金を含めております。

 

当連結会計年度（平成28年10月31日） 

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

現金及び預金 5,372,713 5,372,713 －

資産計 5,372,713 5,372,713 －

長期借入金(*) 3,671,760 3,701,845 30,085

負債計 3,671,760 3,701,845 30,085

(*)１年内返済予定の長期借入金を含めております。

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項

資 産 

現金及び預金

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

負 債 

長期借入金 

 長期借入金の時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定す

る方法によっております。ただし、変動金利による長期借入金については、金利が一定期間ごとに更改される条

件となっているため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
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２．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成27年10月31日）

 
１年以内
（千円）

預金 4,435,040

合計 4,435,040

 

当連結会計年度（平成28年10月31日）

 
１年以内
（千円）

預金 5,364,862

合計 5,364,862

 

３．長期借入金の連結決算日後の返済予定額 

前連結会計年度（平成27年10月31日） 

 
１年以内 
（千円） 

１年超 
２年以内 
（千円） 

２年超 
３年以内 
（千円） 

３年超 
４年以内 
（千円） 

４年超 
５年以内 
（千円） 

５年超 
（千円） 

長期借入金 1,187,211 968,656 688,656 660,656 653,809 699,983 

合計 1,187,211 968,656 688,656 660,656 653,809 699,983 

 

当連結会計年度（平成28年10月31日） 

 
１年以内 
（千円） 

１年超 
２年以内 
（千円） 

２年超 
３年以内 
（千円） 

３年超 
４年以内 
（千円） 

４年超 
５年以内 
（千円） 

５年超 
（千円） 

長期借入金 968,656 688,656 660,656 653,809 495,279 204,704

合計 968,656 688,656 660,656 653,809 495,279 204,704
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（有価証券関係）

当社グループは有価証券を保有していないため、該当事項はありません。 

 

（デリバティブ取引関係）

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

 

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。 

 連結子会社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用

を計算しております。 

 

 

２．確定給付制度（簡便法を適用した制度を含む） 

(１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

 
前連結会計年度

（自 平成26年11月１日
至 平成27年10月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年11月１日
至 平成28年10月31日）

退職給付債務の期首残高 120,464千円 44,207千円

会計方針の変更による累積的影響額 12,917 －

会計方針の変更を反映した期首残高 133,382 44,207

勤務費用 5,347 306 

利息費用 842 254 

数理計算上の差異の発生額 6,539 8,331

退職給付の支払額 △691 △1,443

過去勤務費用の発生額 △101,213 －

退職給付債務の期末残高 44,207 51,655

（注）連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

 

(２）退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表 

 
前連結会計年度

（平成27年10月31日）
当連結会計年度

（平成28年10月31日）

非積立型制度の退職給付債務 44,207千円 51,655千円

連結貸借対照表に計上された負債の額 44,207 51,655

退職給付に係る負債 44,207 51,655

連結貸借対照表に計上された負債の額 44,207 51,655

 

(３）退職給付費用及びその内訳項目の金額 

 
前連結会計年度

（自 平成26年11月１日
至 平成27年10月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年11月１日
至 平成28年10月31日）

勤務費用 5,347千円 306千円

利息費用 842 254

数理計算上の差異の費用処理額 2,829 3,483

過去勤務費用の費用処理額 △5,904 △10,121

確定給付制度に係る退職給付費用 3,115 △6,077

(注)１．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「勤務費用」に計上しております。 

２．上記の退職給付費用以外に特定退職金共済制度の掛金を前連結会計年度においては9,635千円、当連結会計年度

においては4,380千円計上しております。 
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(４）退職給付に係る調整額 

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりでありま

す。 

 

 
前連結会計年度

（自 平成26年11月１日
至 平成27年10月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年11月１日
至 平成28年10月31日）

過去勤務費用 95,309千円 △10,121千円

数理計算上の差異 △3,710 △4,847

 合 計 91,599 △14,968

 

(５）退職給付に係る調整累計額 

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであり

ます。 

 
前連結会計年度

（平成27年10月31日）
当連結会計年度

（平成28年10月31日）

未認識過去勤務費用 △95,309千円 △85,188千円

未認識数理計算上の差異 27,112 31,959

 合 計 △68,197 △53,228

 

(６）数理計算上の計算基礎に関する事項 

主要な数理計算上の計算基礎 

 
前連結会計年度

（平成27年10月31日）
当連結会計年度

（平成28年10月31日）

割引率 0.6％ 0.09％

 

３．確定拠出制度 

 当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度24,254千円、当連結会

計年度43,544千円であります。 
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（ストック・オプション等関係）

 １．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名 

   該当事項はありません。 

 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

会社名 アイ・ケイ・ケイ株式会社

決議年月日 平成20年３月25日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役１

当社従業員34

株式の種類及び付与数（株） 普通株式 193,600（注）１

付与日 平成20年３月26日

権利確定条件 （注）２

対象勤務期間 －

権利行使期間 平成22年３月26日～平成30年３月25日

（注）１.株式数に換算して記載しております。なお、平成22年１月28日付株式分割（普通株式１株につき100株）、平

成24年４月１日付株式分割（普通株式１株につき２株）、平成25年４月１日付株式分割（普通株式１株につ

き２株）及び平成27年５月１日付株式分割（普通株式１株につき２株）による分割後の株式数に換算して記

載しております。

   ２.新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

(1）新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても、当社

または当社子会社の取締役、監査役及び従業員の地位にあることを要するものとする。ただし、業務上

の疾病に起因する退任・退職及び転籍その他正当な理由の存する場合は、取締役会の承認を条件に、地

位喪失後６ヶ月間は権利行使をなしうるものとする。

(2）新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続を認めないものとする。ただし、取締役会が認めた

場合はこの限りではない。

(3）新株予約権者は、権利行使期間の始期あるいは当社株式がいずれかの証券取引所に上場した日のいずれ

か遅い日から権利行使できるものとする。

(4）その他の条件については、別途当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定める

ところによる。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

    当連結会計年度（平成28年10月期）において存在したストック・オプションを対象と

し、ストック・オプションの数については、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

会社名 アイ・ケイ・ケイ株式会社

決議年月日 平成20年３月25日

権利確定前  

期首（株） －

付与（株） －

失効（株） －

権利確定（株） －

未確定残（株） －

権利確定後  

期首（株） 17,600

権利確定（株） －

権利行使（株） 10,400

失効（株） －

未行使残（株） 7,200

（注） 平成22年１月28日付株式分割（普通株式１株につき100株）、平成24年４月１日付株式分割（普通株式１株に

つき２株）、平成25年４月１日付株式分割（普通株式１株につき２株）及び平成27年５月１日付株式分割（普

通株式１株につき２株）による分割後の株式数に換算して記載しております。

 

② 単価情報 

会社名 アイ・ケイ・ケイ株式会社

決議年月日 平成20年３月25日

権利行使価額（円） 115

行使時平均株価（円） 609

付与日における公平な評価単価

（円）
－

（注） 平成22年１月28日付株式分割（普通株式１株につき100株）、平成24年４月１日付株式分割（普通株式１株に

つき２株）平成25年４月１日付株式分割（普通株式１株につき２株）及び平成27年５月１日付株式分割（普通

株式１株につき２株）による調整後の１株当たりの価格を記載しております。

 

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

 当連結会計年度に付与されたストック・オプションはありません。 

 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

 将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を

採用しております。 
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５．ストック・オプションの本源的価値により算定を行う場合の当連結会計年度末における

本源的価値の合計額及び権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源

的価値の合計額 

(1）当連結会計年度末における本源的価値の合計額 3,506千円 

(2）当連結会計年度中において権利行使された本源的価値の合計額 4,742千円 
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
前連結会計年度

（平成27年10月31日）
 

当連結会計年度
（平成28年10月31日）

繰延税金資産      

賞与引当金 74,588千円  74,761千円

未払事業税 33,451   24,418

減損損失 131,978   111,977

減価償却超過額 318,911   353,762

資産除去債務 190,616   184,376

役員退職慰労引当金 91,018   94,766

その他 135,319   136,057 

繰延税金資産小計 975,884   980,121

評価性引当額 △123,956   △119,607 

繰延税金資産合計 851,927   860,514 

       

繰延税金負債      

資産除去債務 △139,224   △124,285

その他 △6,705   △6,905

繰延税金負債合計 △145,929   △131,190

繰延税金資産の純額 705,998   729,324

(注) 前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成27年10月31日）
 

当連結会計年度
（平成28年10月31日）

流動資産－繰延税金資産 112,907千円  103,943千円

固定資産－繰延税金資産 600,112   632,064

固定負債－繰延税金負債 7,022   6,684

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるとき

の、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳 

   
前連結会計年度

（平成27年10月31日）
当連結会計年度

（平成28年10月31日）

法定実効税率   35.38％ 32.82％

（調整）      

交際費等永久に損金に算入されない項目   0.69 0.77

住民税均等割等   0.37 0.38

評価性引当額の増減   1.26 △0.21

留保金課税   3.03 3.44

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正   3.49 1.80

法人税額の特別控除   － △2.51

その他   0.26 0.20

税効果会計適用後の法人税等の負担率   44.48 36.69
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３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を

改正する等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年

４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりまし

た。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の

32.06％から平成28年11月１日に開始する連結会計年度及び平成29年11月１日に開始する連

結会計年度に解消が見込まれる一時差異については30.69％に、平成30年11月１日に開始す

る連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については、30.45％となります。 

 この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は

36,931千円減少し、法人税等調整額が38,029千円増加しております。また、退職給付に係る

調整累計額への影響は軽微であります。 

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。 

 

（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの 

１.当該資産除去債務の概要 

婚礼施設等の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。 

 

２.当該資産除去債務の金額の算定方法 

 使用見込期間を当該契約の期間に応じて10～41年と見積り、割引率は1.1280～

2.1810％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。 

 

３.当該資産除去債務の総額の増減 

 
前連結会計年度

（自 平成26年11月１日
至 平成27年10月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年11月１日
至 平成28年10月31日）

期首残高 362,521千円 590,596千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 219,401 －

時の経過による調整額 8,674 9,459

期末残高 590,596 600,056

 

（賃貸等不動産関係）

該当事項はありません。 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】 

 前連結会計年度（自 平成26年11月１日 至 平成27年10月31日） 

 当社グループの報告セグメントは、婚礼事業、葬儀事業及び介護事業でありますが、葬儀

事業及び介護事業の全セグメントに占める割合が僅少であり、開示情報としての重要性が乏

しいため、セグメント情報の記載を省略しております。 

 

 当連結会計年度（自 平成27年11月１日 至 平成28年10月31日） 

 当社グループの報告セグメントは、婚礼事業、葬儀事業及び介護事業でありますが、葬儀

事業及び介護事業の全セグメントに占める割合が僅少であり、開示情報としての重要性が乏

しいため、セグメント情報の記載を省略しております。 

 

【関連情報】 

前連結会計年度（自 平成26年11月１日 至 平成27年10月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

 単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％

を超えるため、記載を省略しております。 

 

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

 本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

 

(2）有形固定資産 

 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

 

３．主要な顧客ごとの情報 

 外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がな

いため、記載はありません。 

 

当連結会計年度（自 平成27年11月１日 至 平成28年10月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

 単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％

を超えるため、記載を省略しております。 

 

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

 本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

 

(2）有形固定資産 

 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

 

３．主要な顧客ごとの情報 

 外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がな

いため、記載はありません。 
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

前連結会計年度（自 平成26年11月１日 至 平成27年10月31日） 

 該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自 平成27年11月１日 至 平成28年10月31日） 

 該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

前連結会計年度（自 平成26年11月１日 至 平成27年10月31日） 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自 平成27年11月１日 至 平成28年10月31日） 

該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

前連結会計年度（自 平成26年11月１日 至 平成27年10月31日） 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自 平成27年11月１日 至 平成28年10月31日） 

該当事項はありません。 

 

【関連当事者情報】

 前連結会計年度（自 平成26年11月１日 至 平成27年10月31日） 

  該当事項はありません。 

 

 当連結会計年度（自 平成27年11月１日 至 平成28年10月31日） 

  連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

種 類 会社等の名
称又は氏名 

所在地 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の所
有（被所有） 
割合（％） 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 取引金額 
（千円） 

科目 期末残高 
（千円） 

役 員 金子和斗志 － － 
当社 
代表取締役社長 

（所有） 
 直接 19.48 

－ 
婚礼売上 

（注） 
15,630 － － 

役 員 金子和斗志 － － 当社 
代表取締役社長 

（所有） 
 直接 19.48 

－ 葬儀売上 
（注） 

21,080 － － 

（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

   ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

     当該取引の販売価格等については、取締役会の承認に基づき実行されております。 
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自 平成26年11月１日
至 平成27年10月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年11月１日
至 平成28年10月31日）

 
１株当たり純資産額 307円51銭

１株当たり当期純利益金額 39円33銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 39円30銭
 

 
１株当たり純資産額 340円92銭

１株当たり当期純利益金額 45円58銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 45円56銭
 

（注）１.平成27年５月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首に

当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額を算定しております。

２.１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

項目
前連結会計年度

（自 平成26年11月１日
至 平成27年10月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年11月１日
至 平成28年10月31日）

１株当たり当期純利益金額

親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 1,147,396 1,341,153

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

当期純利益（千円）
1,147,396 1,341,153

普通株式の期中平均株式数（株） 29,172,702 29,423,213

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

親会社株主に帰属する当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 25,935 11,749

 （うち新株予約権（株）） （25,935） （11,749）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

の概要

－ －

   ３.アイ・ケイ・ケイ従業員持株会専用信託が所有する当社株式を、「１株当たり純資産額」の算定上、期末発

行済株式総数から控除する自己株式に含めております。（前連結会計年度638,000株、当連結会計年度

407,400株）

     また、「１株当たり当期純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」の算定上、期中平

均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。（前連結会計年度750,672株、当連結会計年度

517,369株）
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（重要な後発事象）

（信託型従業員持株会インセンティブ・プランの再導入） 

１．信託型従業員持株会インセンティブ・プランの概要 

 当社は、平成28年12月22日開催の取締役会において、当社グループ従業員に対する当社の

中長期的な企業価値向上へのインセンティブの付与を目的として、「信託型従業員持株イン

センティブ・プラン」（以下「本プラン」という。）の再導入を決議いたしました。 

 本プランは、「アイ・ケイ・ケイ従業員持株会」（以下「持株会」という。）に加入する

全ての従業員を対象とするインセンティブ・プランです。本プランでは、当社が信託銀行に

「アイ・ケイ・ケイ従業員持株会専用信託」（以下「従持信託」という。）を設定し、その

設定後３年６ヶ月にわたり持株会が取得すると見込まれる数の当社株式を予め取得します。

その後は、従持信託から持株会に対して継続的に当社株式の売却が行われると共に、信託終

了時点で従持信託内に株式売却益相当額が累積した場合には、当該株式売却益相当額が残余

財産として受益者適格要件を満たす者に分配されます。なお、当社は、従持信託が当社株式

を取得するための借入に対し保証をすることになるため、当社株価の下落により従持信託内

に株式売却損相当額が累積し、信託終了時点において従持信託内に当該株式売却損相当の借

入金残債がある場合は、保証契約に基づき、当社が当該残債を弁済することになります。 

２．従持信託の概要 

 (1）名称     アイ・ケイ・ケイ従業員持株会専用信託 

 (2）委託者    当社 

 (3）受託者    野村信託銀行株式会社 

 (4）受益者    受益者適格要件を満たす者（受益権確定事由の発生後一定の手続きを経

て存在するに至ります。） 

 (5）信託契約日  平成28年12月22日 

 (6）信託の期間  平成28年12月22日～平成32年６月24日 

 (7）信託の目的  アイ・ケイ・ケイ持株会に対する安定的かつ継続的な株式の供給及び受

益者適格要件を満たす者への信託財産の交付 

３．従持信託による当社株式の取得の内容 

 (1）取得した株式の種類  当社普通株式 

 (2）取得の総額      459百万円 

 (3）取得株式数      673,500株 

 (4）取得方法       取引所市場により当社株式を取得 

 (5）取得日        平成28年12月28日 
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（子会社の設立） 

 当社は、平成28年12月22日開催の取締役会において、特定子会社の異動に係る決議をいたし

ました。 

１．設立の目的 

 当社は、国内の婚礼事業で培ってきたノウハウを基に、インドネシアの首都ジャカルタに

現地法人を設立し、現地顧客を対象とした婚礼事業を展開します。 

 

２．設立する子会社の概要 

 (1）名称     PT INTERNATIONAL KANSHA KANDOU INDONESIA 

 (2）所在地    インドネシア共和国 ジャカルタ市 

 (3）代表者    代表取締役 菊池 旭貢 

 (4）資本金    500億ルピア 

 (5）事業の内容  婚礼事業 

 (6）設立年月日  平成29年１月 

 (7）出資比率   当社90.0％ 
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

 該当事項はありません。 

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 1,187,211 968,656 0.65 －

１年以内に返済予定のリース債務 895 924 3.5 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを

除く。）
3,671,760 2,703,104 0.63

平成30年８月31日～

平成35年10月31日

リース債務（１年以内に返済予定のものを

除く。）
2,450 1,526 3.5 平成31年５月27日

その他有利子負債 － － － －

合計 4,862,317 3,674,210 － －

（注）１.「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２.長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定

額は以下のとおりであります。

区分
１年超２年以内

（千円）
２年超３年以内

（千円）
３年超４年以内

（千円）
４年超５年以内

（千円）

長期借入金 688,656 660,656 653,809 495,279

リース債務 954 571 － －

 

【資産除去債務明細表】

 本明細表に記載すべき事項が連結財務諸表規則第15条の23に規定する注記事項として記載さ

れているため、資産除去債務明細表の記載を省略しております。 
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（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等 

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（千円） 4,020,488 8,219,357 12,830,110 17,911,261

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（千円）
410,258 781,913 1,487,862 2,118,558

親会社株主に帰属する四半期（当期）

純利益金額（千円）
260,341 434,628 855,135 1,341,153

１株当たり四半期（当期）

純利益金額（円）
8.88 14.80 29.09 45.58

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額（円） 8.88 5.93 14.28 16.46
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２【財務諸表等】

(1)【財務諸表】

①【貸借対照表】

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成27年10月31日) 
当事業年度 

(平成28年10月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 4,294,402 5,233,538 

売掛金 312,267 370,371 

商品 121,005 130,203 

原材料及び貯蔵品 85,702 78,253 

前渡金 6,468 6,052 

前払費用 110,469 112,446 

繰延税金資産 109,987 101,493 

1年内回収予定の関係会社長期貸付金 45,000 45,000 

その他 40,198 44,853 

貸倒引当金 △9,958 △8,361 

流動資産合計 5,115,543 6,113,852 

固定資産    

有形固定資産    

建物 ※１ 7,694,535 ※１ 7,172,347 

構築物 822,117 748,880 

機械及び装置 2,721 1,561 

車両運搬具 206,114 134,045 

工具、器具及び備品 278,471 279,274 

土地 ※１ 1,864,602 ※１ 1,852,702 

建設仮勘定 1,342 6,042 

有形固定資産合計 10,869,905 10,194,854 

無形固定資産    

借地権 39,827 37,091 

ソフトウエア 36,949 36,854 

その他 13,776 12,460 

無形固定資産合計 90,553 86,406 

投資その他の資産    

関係会社株式 327,489 327,489 

出資金 50 50 

関係会社長期貸付金 660,000 615,000 

長期前払費用 42,025 34,876 

繰延税金資産 610,204 629,590 

その他 480,171 472,237 

貸倒引当金 △7,731 △6,130 

投資その他の資産合計 2,112,209 2,073,112 

固定資産合計 13,072,667 12,354,373 

資産合計 18,188,210 18,468,225 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成27年10月31日) 
当事業年度 

(平成28年10月31日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 847,309 883,616 

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 1,181,961 ※１ 968,656 

未払金 238,558 558,752 

未払費用 280,779 281,188 

未払法人税等 498,575 373,598 

前受金 605,179 545,802 

預り金 31,508 7,238 

賞与引当金 212,189 227,307 

その他 177,818 256,008 

流動負債合計 4,073,879 4,102,169 

固定負債    

長期借入金 ※１ 3,671,760 ※１ 2,703,104 

退職給付引当金 110,588 102,762 

役員退職慰労引当金 273,823 295,805 

ポイント引当金 12,705 13,894 

資産除去債務 547,809 556,502 

長期預り金 464,713 581,075 

固定負債合計 5,081,399 4,253,143 

負債合計 9,155,279 8,355,312 

純資産の部    

株主資本    

資本金 350,643 351,241 

資本剰余金    

資本準備金 354,299 354,897 

資本剰余金合計 354,299 354,897 

利益剰余金    

その他利益剰余金    

別途積立金 1,100,000 1,100,000 

繰越利益剰余金 7,304,187 8,355,506 

利益剰余金合計 8,404,187 9,455,506 

自己株式 △76,199 △48,732 

株主資本合計 9,032,931 10,112,913 

純資産合計 9,032,931 10,112,913 

負債純資産合計 18,188,210 18,468,225 
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②【損益計算書】

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成26年11月１日 
 至 平成27年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成27年11月１日 
 至 平成28年10月31日) 

売上高 ※１ 16,300,771 ※１ 17,212,848 

売上原価 7,232,277 7,668,000 

売上総利益 9,068,494 9,544,848 

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 6,957,150 ※１,※２ 7,391,684 

営業利益 2,111,343 2,153,164 

営業外収益    

受取利息 ※１ 7,571 ※１ 7,302 

受取手数料 5,715 7,606 

受取賃貸料 ※１ 17,401 ※１ 17,355 

その他 ※１ 14,121 ※１ 9,719 

営業外収益合計 44,810 41,985 

営業外費用    

支払利息 33,509 27,973 

その他 1,854 2,754 

営業外費用合計 35,363 30,727 

経常利益 2,120,790 2,164,421 

特別利益    

固定資産売却益 － 437 

特別利益合計 － 437 

特別損失    

固定資産売却損 － 4,900 

固定資産除却損 27,778 26,043 

特別損失合計 27,778 30,944 

税引前当期純利益 2,093,011 2,133,914 

法人税、住民税及び事業税 890,725 794,113 

法人税等調整額 4,133 △10,892 

法人税等合計 894,859 783,221 

当期純利益 1,198,152 1,350,693 
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【売上原価明細書】 

   
前事業年度

（自 平成26年11月１日
至 平成27年10月31日）

当事業年度
（自 平成27年11月１日
至 平成28年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ 商品売上原価              

１ 期首商品棚卸高   128,852     121,005    

２ 商品仕入高   1,972,078     2,119,345    

合計   2,100,931     2,240,351    

３ 期末商品棚卸高   121,005 1,979,925 27.4 130,203 2,110,147 27.5

Ⅱ 原材料売上原価              

１ 期首原材料棚卸高   77,743     50,309    

２ 原材料仕入高   1,923,940     2,046,034    

合計   2,001,684     2,096,344    

３ 期末原材料棚卸高   50,309 1,951,374 27.0 39,530 2,056,813 26.8

Ⅲ 労務費     764,354 10.5   833,882 10.9

Ⅳ 経費              

１ 外注費   2,390,033     2,539,388    

２ その他   146,590 2,536,623 35.1 127,767 2,667,156 34.8

売上原価     7,232,277 100.0   7,668,000 100.0
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自 平成26年11月１日 至 平成27年10月31日） 

          (単位：千円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  
資本準備金 資本剰余金合計 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計 

  別途積立金 繰越利益剰余金 

当期首残高 349,748 353,404 353,404 1,100,000 6,413,557 7,513,557 

会計方針の変更による
累積的影響額         △8,347 △8,347 

会計方針の変更を反映し
た当期首残高 

349,748 353,404 353,404 1,100,000 6,405,209 7,505,209 

当期変動額             

新株の発行 895 895 895       

剰余金の配当         △299,174 △299,174 

当期純利益         1,198,152 1,198,152 

自己株式の処分             

当期変動額合計 895 895 895 － 898,977 898,977 

当期末残高 350,643 354,299 354,299 1,100,000 7,304,187 8,404,187 

 

       

  株主資本 
純資産合計 

  自己株式 株主資本合計 

当期首残高 △104,428 8,112,281 8,112,281 

会計方針の変更による
累積的影響額   △8,347 △8,347 

会計方針の変更を反映し
た当期首残高 △104,428 8,103,933 8,103,933 

当期変動額       

新株の発行   1,791 1,791 

剰余金の配当   △299,174 △299,174 

当期純利益   1,198,152 1,198,152 

自己株式の処分 28,229 28,229 28,229 

当期変動額合計 28,229 928,997 928,997 

当期末残高 △76,199 9,032,931 9,032,931 
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当事業年度（自 平成27年11月１日 至 平成28年10月31日） 

          (単位：千円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  
資本準備金 資本剰余金合計 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計 

  別途積立金 繰越利益剰余金 

当期首残高 350,643 354,299 354,299 1,100,000 7,304,187 8,404,187 

会計方針の変更による
累積的影響額           － 

会計方針の変更を反映し
た当期首残高 

350,643 354,299 354,299 1,100,000 7,304,187 8,404,187 

当期変動額             

新株の発行 598 598 598       

剰余金の配当         △299,374 △299,374 

当期純利益         1,350,693 1,350,693 

自己株式の処分             

当期変動額合計 598 598 598 － 1,051,318 1,051,318 

当期末残高 351,241 354,897 354,897 1,100,000 8,355,506 9,455,506 

 

       

  株主資本 
純資産合計 

  自己株式 株主資本合計 

当期首残高 △76,199 9,032,931 9,032,931 

会計方針の変更による
累積的影響額     － 

会計方針の変更を反映し
た当期首残高 

△76,199 9,032,931 9,032,931 

当期変動額       

新株の発行   1,196 1,196 

剰余金の配当   △299,374 △299,374 

当期純利益   1,350,693 1,350,693 

自己株式の処分 27,466 27,466 27,466 

当期変動額合計 27,466 1,079,981 1,079,981 

当期末残高 △48,732 10,112,913 10,112,913 
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１. 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式 

 移動平均法による原価法 

 

２. たな卸資産の評価基準及び評価方法

 評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

① 商品 

・衣裳・引出物・引菓子 

個別法 

・その他の商品 

最終仕入原価法 

② 原材料 

最終仕入原価法 

③ 貯蔵品 

最終仕入原価法 

 

３. 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）及び平成28年４

月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。 

 主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物 ２年～41年 

機械及び装置 ６年 

車両運搬具 ２年～６年 

工具、器具及び備品 ２年～15年 

 なお、事業用定期借地権契約による借地上の建物及び構築物については、耐用年数を定

期借地権の残存期間、残存価額を零とした償却を行っております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。 

 また、定期借地権については、残存期間に基づく定額法によっております。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
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４. 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

② 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しておりま

す。 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき

計上しております。 

 過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法により費用処理しております。 

 数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

⑤ ポイント引当金 

 当社の冠婚葬祭の会員組織に加入している会員に対して付与した特典（ポイント）の利

用に備えるため、当事業年度末において将来利用されると見込まれる額を計上しておりま

す。 

 

５. その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

① 退職給付に係る会計処理 

 退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理

の方法は、連結財務諸表におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。 

② 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の

取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１

日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更して

おります。 

 なお、当事業年度において、財務諸表に与える影響は軽微であります。 

 

（表示方法の変更）

（損益計算書） 

 前事業年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「受取保険金」は、営業

外収益の100分の10以下となったため、当事業年度においては「営業外収益」の「その他」

に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表

の組み替えを行っております。 

 この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外収益」の「受取保険金」に表示し

ていた11,920千円は、「その他」として組み替えております。 

 

（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引） 

 従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する注記については、１連結

財務諸表等「注記事項（追加情報）」に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略し

ております。 
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（貸借対照表関係）

※１ 担保資産 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

 
前事業年度

（平成27年10月31日）
当事業年度

（平成28年10月31日）

建物 3,377,926千円 3,188,547千円

土地 1,555,717 1,543,817

計 4,933,643 4,732,365

 

上記に対応する債務 

 
前事業年度

（平成27年10月31日）
当事業年度

（平成28年10月31日）

１年内返済予定の長期借入金 586,130千円 478,930千円

長期借入金 2,271,215 1,792,285

計 2,857,345 2,271,215

 

 ２ 偶発債務 

次の関係会社について、金融機関からの借入金に対して債務保証を行っております。 

 
前事業年度

（平成27年10月31日）
当事業年度

（平成28年10月31日）

株式会社極楽 5,250千円 －千円

計 5,250 －

 

 ３ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分掲記したものを除く） 

 
前事業年度

（平成27年10月31日）
当事業年度

（平成28年10月31日）

短期金銭債権 1,590千円 1,636千円

短期金銭債務 352 853
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（損益計算書関係）

※１ 関係会社との取引高 

 
前事業年度

（自 平成26年11月１日
至 平成27年10月31日）

当事業年度
（自 平成27年11月１日
至 平成28年10月31日）

売上高 5,803千円 12,243千円

販売費及び一般管理費 15,664 14,413

営業取引以外の取引高 22,927 23,248

 

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度約87％、当事業年度約86％、一般管理費に

属する費用のおおよその割合は前事業年度約13％、当事業年度約14％であります。 

   販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

 

 
 前事業年度 

(自 平成26年11月１日 
 至 平成27年10月31日) 

 当事業年度 
(自 平成27年11月１日 

 至 平成28年10月31日) 

広告宣伝費 540,881千円 572,402千円 

販売促進費 168,730 182,998 

給料及び手当 1,933,524 2,042,237 

賞与引当金繰入額 135,676 145,638 

退職給付費用 24,638 26,622 

役員退職慰労引当金繰入額 21,456 21,982 

減価償却費 955,203 915,406 

貸倒引当金繰入額 3,371 △3,198 

ポイント引当金繰入額 △1,417 1,923 

 

（有価証券関係）

 子会社株式及び関連会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式327,489千

円、前事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式327,489千円)は、市場価格がなく、時価を

把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。 
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
前事業年度

（平成27年10月31日）
 

当事業年度
（平成28年10月31日）

繰延税金資産     

賞与引当金 69,640千円  69,760千円

未払事業税 32,444   24,418

減損損失 131,978   111,977

減価償却超過額 306,663   340,495

資産除去債務 175,627   169,455

役員退職慰労引当金 87,788   90,127

その他 56,498   50,195

繰延税金資産小計 860,641   856,430

評価性引当額 △5,859   △5,751

繰延税金資産合計 854,781   850,678

       

繰延税金負債      

資産除去債務 △127,888   △113,586

その他 △6,700   △6,008

繰延税金負債合計 △134,589   △119,594

繰延税金資産の純額 720,191   731,084

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるとき

の、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 
前事業年度

（平成27年10月31日）
 

当事業年度
（平成28年10月31日）

法定実効税率 35.38％   32.82％

（調整）      

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.68   0.76

住民税均等割等 0.33   0.33

留保金課税 2.99   3.42

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 3.43   1.77

法人税額の特別控除 －   △2.49

その他 △0.06   0.09

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.75   36.70

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部

を改正する等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成

28年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりま

した。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来

の32.06％から平成28年11月１日に開始する事業年度及び平成29年11月１日に開始する事

業年度に解消が見込まれる一時差異については30.69％に、平成30年11月１日に開始する

事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、30.45％となります。 

 この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は

37,745千円減少し、法人税等調整額が37,745千円増加しております。 

 

（企業結合等関係）

 該当事項はありません。 
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（重要な後発事象）

（信託型従業員持株会インセンティブ・プランの再導入） 

１．信託型従業員持株会インセンティブ・プランの概要 

 当社は、平成28年12月22日開催の取締役会において、当社グループ従業員に対する当社の

中長期的な企業価値向上へのインセンティブの付与を目的として、「信託型従業員持株イン

センティブ・プラン」（以下「本プラン」という。）の再導入を決議いたしました。 

 本プランは、「アイ・ケイ・ケイ従業員持株会」（以下「持株会」という。）に加入する

全ての従業員を対象とするインセンティブ・プランです。本プランでは、当社が信託銀行に

「アイ・ケイ・ケイ従業員持株会専用信託」（以下「従持信託」という。）を設定し、その

設定後３年６ヶ月にわたり持株会が取得すると見込まれる数の当社株式を予め取得します。

その後は、従持信託から持株会に対して継続的に当社株式の売却が行われると共に、信託終

了時点で従持信託内に株式売却益相当額が累積した場合には、当該株式売却益相当額が残余

財産として受益者適格要件を満たす者に分配されます。なお、当社は、従持信託が当社株式

を取得するための借入に対し保証をすることになるため、当社株価の下落により従持信託内

に株式売却損相当額が累積し、信託終了時点において従持信託内に当該株式売却損相当の借

入金残債がある場合は、保証契約に基づき、当社が当該残債を弁済することになります。 

２．従持信託の概要 

 (1）名称     アイ・ケイ・ケイ従業員持株会専用信託 

 (2）委託者    当社 

 (3）受託者    野村信託銀行株式会社 

 (4）受益者    受益者適格要件を満たす者（受益権確定事由の発生後一定の手続きを経

て存在するに至ります。） 

 (5）信託契約日  平成28年12月22日 

 (6）信託の期間  平成28年12月22日～平成32年６月24日 

 (7）信託の目的  アイ・ケイ・ケイ持株会に対する安定的かつ継続的な株式の供給及び受

益者適格要件を満たす者への信託財産の交付 

３．従持信託による当社株式の取得の内容 

 (1）取得した株式の種類  当社普通株式 

 (2）取得の総額      459百万円 

 (3）取得株式数      673,500株 

 (4）取得方法       取引所市場により当社株式を取得 

 (5）取得日        平成28年12月28日 
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（子会社の設立） 

 当社は、平成28年12月22日開催の取締役会において、特定子会社の異動に係る決議をいたし

ました。 

１．設立の目的 

 当社は、国内の婚礼事業で培ってきたノウハウを基に、インドネシアの首都ジャカルタに

現地法人を設立し、現地顧客を対象とした婚礼事業を展開します。 

 

２．設立する子会社の概要 

 (1）名称     PT INTERNATIONAL KANSHA KANDOU INDONESIA 

 (2）所在地    インドネシア共和国 ジャカルタ市 

 (3）代表者    代表取締役 菊池 旭貢 

 (4）資本金    500億ルピア 

 (5）事業の内容  婚礼事業 

 (6）設立年月日  平成29年１月 

 (7）出資比率   当社90.0％ 
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価
償却累計額

又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末
残高

（千円）

有形固定資産              

建物 12,150,172 87,462 10,614 12,227,019 5,054,672 606,556 7,172,347 

構築物 1,795,363 49,455 26,724 1,818,094 1,069,214 113,600 748,880

機械及び装置 70,015 － 15,178 54,836 53,274 599 1,561

車両運搬具 440,638 3,630 541 443,727 309,681 75,434 134,045 

工具、器具及び備品 1,818,957 233,051 133,409 1,918,599 1,639,325 228,749 279,274

土地 1,864,602 － 11,900 1,852,702 － － 1,852,702

建設仮勘定 1,342 46,945 42,246 6,042 － － 6,042

有形固定資産計 18,141,092 420,545 240,615 18,321,022 8,126,168 1,024,941 10,194,854

無形固定資産              

借地権 59,100 － － 59,100 22,009 2,736 37,091

商標権 389 － － 389 389 － －

ソフトウエア 126,124 11,265 － 137,390 100,536 11,360 36,854

その他 22,865 － － 22,865 10,404 1,315 12,460

無形固定資産計 208,480 11,265 － 219,745 133,339 15,412 86,406

（注）当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

工具、器具及び備品 衣裳 132,020千円 
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【引当金明細表】

科目
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 17,689 － 3,198 14,491

賞与引当金 212,189 227,307 212,189 227,307

役員退職慰労引当金 273,823 21,982 － 295,805

ポイント引当金 12,705 1,923 734 13,894

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

 連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

 

（３）【その他】

 該当事項はありません。 
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 毎年11月１日から翌年10月31日まで

定時株主総会 毎事業年度終了後３ヶ月以内

基準日 10月31日

剰余金の配当の基準日
４月30日

10月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

株主名簿管理人
（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ―

買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により行います。やむを得ない事由により、電子公告によることができない場

合は、日本経済新聞に掲載する方法により行います。なお、電子公告は当社ホームペー

ジに掲載し、そのアドレスは次のとおりです。http://www.ikk-grp.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません

（注） 当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない旨

定款に定めています。

(1）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当及び募集新株予約権の割当を受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】
１【提出会社の親会社等の情報】

 当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

 

２【その他の参考情報】

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書 

事業年度 第20期（自 平成26年11月１日 至 平成27年10月31日） 

平成28年１月28日福岡財務支局長に提出。 

 

(2）内部統制報告書及びその添付書類 

事業年度 第20期（自 平成26年11月１日 至 平成27年10月31日） 

平成28年１月28日福岡財務支局長に提出。 

 

(3）四半期報告書及び確認書 

第21期第１四半期（自 平成27年11月１日 至 平成28年１月31日） 

平成28年３月15日福岡財務支局長に提出。 

第21期第２四半期（自 平成28年２月１日 至 平成28年４月30日） 

平成28年６月13日福岡財務支局長に提出。 

第21期第３四半期（自 平成28年５月１日 至 平成28年７月31日） 

平成28年９月13日福岡財務支局長に提出。 

 

(4）臨時報告書 

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号

（特定子会社の異動）に基づく臨時報告書 

平成28年12月22日福岡財務支局長に提出。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。 
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  独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

平成29年１月30日

アイ・ケイ・ケイ株式会社 

取締役会 御中 

 

新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 堺     昌  義  ㊞ 

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 金  子  一  昭  ㊞ 

 

＜財務諸表監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられているアイ・ケイ・ケイ株式会社の平成27年11月１日から平成28年10月31日までの連結

会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株

主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。 

 

連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸

表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務

諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかに

ついて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めてい

る。 

 監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され

る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリス

クの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明

するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続

を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に

は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、アイ・ケイ・ケイ株式会社及び連結子会社の平成28年10月31日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 
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＜内部統制監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、アイ・ケ

イ・ケイ株式会社の平成28年10月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。 

 

内部統制報告書に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認め

られる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することに

ある。 

 なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができ

ない可能性がある。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告

書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財

務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査

の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。 

 内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査

証拠を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務

報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報

告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体として

の内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。 

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

 当監査法人は、アイ・ケイ・ケイ株式会社が平成28年10月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効

であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係

る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

 

以 上 

 

（注）１ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２ ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。
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  独立監査人の監査報告書  

 

平成29年１月30日

アイ・ケイ・ケイ株式会社 

取締役会 御中 

 

新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 堺     昌  義  ㊞ 

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 金  子  一  昭  ㊞ 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられているアイ・ケイ・ケイ株式会社の平成27年11月１日から平成28年10月31日までの第21

期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方

針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。 

 

財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作

成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合

理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

 監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監

査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に

基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための

ものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する

ために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用

した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することが含まれる。 

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、アイ・ケイ・ケイ株式会社の平成28年10月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業

年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

 

以 上
 

（注）１ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２ ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。
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【表紙】
 

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 福岡財務支局長 

【提出日】 平成29年１月30日 

【会社名】 アイ・ケイ・ケイ株式会社 

【英訳名】 ＩＫＫ Inc. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 金子 和斗志 

【最高財務責任者の役職氏名】 常務取締役 松本 正紀 

【本店の所在の場所】 佐賀県伊万里市新天町722番地５ 

(上記は登記上の本店所在地であり、実際の業務は下記の場所で

行っております。) 

福岡県糟屋郡志免町片峰三丁目６番５号  

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
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１【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

 当社代表取締役社長金子和斗志及び最高財務責任者常務取締役松本正紀は、当社及び連結子会社

(以下「当社グループ」)の財務報告に係る内部統制の整備及び運用に責任を有しており、企業会計

審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制

の評価及び監査に関する実施基準の設定について(意見書)」に示されている内部統制の基本的枠組

みに準拠して財務報告に係る内部統制を整備及び運用しています。 

 なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能すること

で、その目的を合理的な範囲で達成しようとするものであります。このため、財務報告に係る内部

統制により財務報告の虚偽の記載を完全に防止または発見することができない可能性があります。 

 

２【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

 財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成28年10月31日を基準日として行

われており、評価に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基

準に準拠しています。 

 本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制(全社的な内部

統制)の評価を行った上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定していま

す。当該業務プロセスの評価においては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信

頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点を識別し、当該統制上の要点について整備及び運用状況を

評価することによって、内部統制の有効性に関する評価を行いました。 

 財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社グループについて、財務報告の信頼性に及ぼす影

響の重要性の観点から必要な範囲を決定しました。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金

額的及び質的影響の重要性を考慮して決定しており、当社を対象として行った全社的な内部統制の

評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定しました。なお、連結

子会社２社については、金額的及び質的重要性の観点から僅少であると判断し、全社的な内部統制

の評価範囲に含めておりません。 

 業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の前連結会計年度の売上高(連

結会社間取引消去後)の金額が高い拠点から合算していき、前連結会計年度の連結売上高の概ね２

／３に達している事業拠点(当社)を「重要な事業拠点」としました。選定した重要な事業拠点にお

いては、企業の事業目的に大きく関わる勘定科目として売上高、売掛金及び棚卸資産に至る業務プ

ロセスを評価の対象としました。更に重要な虚偽記載の発生可能性が高く、見積りや予測を伴う重

要な勘定科目に係る業務プロセスやリスクが大きい取引を行っている事業または業務プロセスを財

務報告への影響を勘案して重要性の大きい業務プロセスとして評価対象に追加しています。 

 

３【評価結果に関する事項】

 上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効である

と判断しました。 

 

４【付記事項】

 該当事項はありません。 

 

５【特記事項】

 該当事項はありません。 
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【表紙】
 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 福岡財務支局長 

【提出日】 平成29年１月30日 

【会社名】 アイ・ケイ・ケイ株式会社 

【英訳名】 ＩＫＫ Inc. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 金子 和斗志 

【最高財務責任者の役職氏名】 常務取締役 松本 正紀 

【本店の所在の場所】 佐賀県伊万里市新天町722番地５ 

 
(上記は登記上の本店所在地であり、実際の業務は下記の場所で

行っております。) 

  福岡県糟屋郡志免町片峰三丁目６番５号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

(東京都中央区日本橋兜町２番１号) 
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１【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役金子和斗志及び最高財務責任者常務取締役松本正紀は、当社の第21期（自平成27

年11月１日 至平成28年10月31日）の有価証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正

に記載されていることを確認いたしました。 

 

２【特記事項】

 確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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